２０２２．１１．７
Ｎo.１１８３号

202２確定闘争～第３回幹事団交渉報告
勤勉手当成績率の格差拡大を当局が提案！幹事団交渉で再考を求める！
「定年延長後の職場課題については、重要な課題と認識している」（労務担当局長）
県労連は11月2日、2022確定交渉第3回幹事団交渉を行いました。（詳細３頁）
職場を分断する成績率の拡大反対！
勤勉手当の成績率についての当局提案は、「良好」職員の引上げ率を圧縮し、それを原資に上位区分に上乗せすることにより、「良好」、「優秀」、「特に優秀」のそれぞれの間差を、従来の「0.07ポイント」から国並みの「0.115ポイント」に拡大しようというものです。
当局提案が実施されると、職員の６割を占める「良好」職員は一時金0.1月引上げにもかかわらず、実際には0.05月分しか引上げられないことになります。
つまり、6割の「良好」職員は「民間との均衡」ではなく、民間より0.05月分低い一時金となります。
成績率は単体で成立しているわけではなく、人事評価システムの給与への反映です。

人事評価システムの導入についても、成績率の導入についても、労使で時間をかけて人材育成の手段として構築してきたものです。したがって、提案内容が本当に人材育成に資するのであれば、当局はきちんと説明し、十分な労使協議を行う必要があります。

県労連幹事団は、「良好から取って上位につけるのは、『いたずらに差をつけるもの』と考える。」「上位区分者だけで仕事をしているわけではない。地道に働く6割の良好職員がいるから職場は回っている。」「物価高騰の中、6割の職員のモチベーションは維持できない。」「全庁一丸となってコロナ対策と言われるが、職員間を分断するものだ。到底容認できるものではない。」と当局に強く再考を求めました。
これに対して労務担当局長は、「県労連の皆さんからのご意見を踏まえて検討し、改めて提案したい。」と回答しました。
　自治労県職労は引き続き撤回を強く求めていきます。
最終交渉にあたっての課題
〇人材確保のために
・移転料の支給
　他県から人材を確保するためには、国や他の都道府県と同様に移転料を措置すべき。
・中途採用者、臨時的任用職員の格付け改善
　民間歴や業務実態を正しく反映した初任給の格付けを行うこと。

〇長時間労働を是正するために
・「特例範囲」の運用
厳格化の運用について労使で協議すること。
・人員配置

長時間労働を是正するために、時間外勤務に応じて必要な人員を配置することを約束すること。
〇再任用・臨時的任用・会計年度任用職員の処遇改善
・再任用職員の賃金、一時金の改善

　定年延長までに改善に向けて労使で話し合うこと。
・再任用職員の休暇等の改善
　短期介護休暇、ボランティア休暇等を改善すること。
・臨時的任用職員・会計年度任用職員の処遇改善
　年休や通勤手当の支給等について改善すること。

〇その他
・テレワークに係る実費弁償の制度化
　電気料金等、テレワークに係る実費を弁償する仕組みを整備すること。
・休職者の復職調整を現行の1/2から国並みの1/3に変更する当局提案

　休職者の多くはメンタルヘルス不全による者。まずメンタルヘルス不全を無くしていく施策を示すべき。
2022県労連賃金確定交渉第３回幹事団交渉報告
	１．新型コロナウイルス感染症対応（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇業務がコロナ禍以前に戻ってきている中、コロナ対策本部の業務継続を応援職員ではなく、人事異動で職員を配置する等抜本的な見直しを行うこと。
●今年度は全数把握の見直し等により、最大600名程度の応援体制を約300名に縮小。今後も国の動向等を注視しながら適切に対応していく。
○現場から全庁コロナ体制がいつまで続くのかという切実な声が上がっている。応援ではなくしっかりとした人事配置で対応すべき。

	２.賃金水準（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し年内に差額を支給すること。
●人事委員会勧告では、月例給は若年層が多く在職する級号給について引上げ、一時金は勤勉手当を0.10月引上げ。人勧尊重の基本姿勢は変わるところはないが、今期交渉課題全体を含めて話し合うため、人勧の完全実施を前提として交渉課題全体ついて話し合い、今期の到達点としたい。
○プラス勧告を人質に取る形で交渉を続けるやり方は不誠実と言わざるを得ない。
●本県の初任給は東京に次いで二番目に高い。経験者採用の初任給について、人材確保のためには採用後の処遇も重要と認識。現行では民間等従事期間の100分の100の換算率を適用しており、今後も適切に評価していく。
●通勤手当の特別料金支給について、新幹線等の利用を要するほど困難な事情があるとまでは言えず、見直しは困難。
●自家用自動車を利用した場合の旅費、ガソリン価格は高騰しているが車の燃料消費率は改善しており直ちに改善の必要ない。
●移転料について、他団体で支給している例があることは承知しているが、本県は交通網も発達しており、職員自身が転居の必要性を考慮した上で受験していると思われることから、実現は困難。
○移転料は他県で多く支給されているのに、本県で支給されない状況を続けることは人材確保の面から問題だ。改善すべき。
●特殊勤務手当の見直しは今確定期後しかるべき場で話し合いたい。
●テレワーク手当、地方自治法で限定列挙するもの以外支給不可。通勤手当の取扱いも含め、国の動きを注視する。
〇現実に在宅勤務で生じる光熱水費等を職員が自己負担している状態。すぐに措置できないのならば、制度導入後遡及して支給すべきだ。
●旅費雑費は出張した場合に措置され、テレワーク勤務に適用できない。通勤手当とセットで考えなければならず、国の動向を注視せざるを得ない。
●勤勉手当の成績率については10月31日の賃金専門小委員会で提案し（表面参照）、本日も様々な意見をいただいた。改めて検討し再提案したい。
○成績率は労使で長い議論を経て人材育成に資するとして決めたもの。具体的な説明もなく格差だけ広げたいという提案は到底受け入れられない。当局提案だと全体の6割の職員が勧告の半分しかボーナスが上がらない。これで職員のモチベーションが維持できるとは到底思えない。
●教員及び警察官の給料表異動に伴う現給保障のうち、最高号給を超える補償については、Ｒ６から廃止したい。
●私傷病休職者等の復職調整について、Ｈ19から調整率1/2としていたが、来年度からは国同様1/3以下としたい。影響額は折衝の場で説明する。

	

	３. 再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇再任用職員の一時金の支給月数について常勤と同様にすること。また再任用職員に扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
〇定年引上げに際して、再任用短時間勤務職員の格付けを行政職給料表（1)５級水準に改善すること。
●再任用職員、臨時的任用職員、会計年度任用職員の給与等は、人事委勧告に基づく常勤職員給与のほか、国等の均衡を踏まえ措置してきた。
○行政職における臨時的任用職員は現行１級のみの適用となっており不当に低い。また会計年度任用職員も一律に定型的・補助的業務として不当に低く抑えられているが、職務の困難度合いに応じて複数の給料表を設けている自治体もある。ぜひとも改善を。
●暫定再任用職員の処遇改善について、定年引上げ後の60歳超職員との間に給与格差が生じるが、再任用職員は一度退職した後、1年ごとに任用されるという制度上の違いから生じるもの。現時点での改善は困難。定年引上げに伴う国制度の見直しについて注視し、引き続き話し合いたい。
○現行の再任用制度の職員と定年延長後の職員が同じ職場にいれば大きな問題が生じることは自明。給与面でも大きな差がある。解決に向けて少なくとも今期交渉で共通認識を持つべき。
●定年延長後の職場課題については、重要な課題だと認識している。
〇人事委員会の報告などをふまえ、常勤と異なる会計年度任用職員の休暇・休業制度は同一労働同一賃金の観点から改善すること。
〇男女雇用機会均等法などで民間の非正規労働者が保障されている諸権利について、同等の権利を保障すること。
●再任用職員、臨時的任用職員の勤務条件については、これまでも常勤職員との均衡を図ることにより、必要な見直しを行っている。
●臨時的任用職員の年次休暇はすでに県独自措置を実施している。また常勤職員と同様の日数を付与すると、かえって均衡を欠くことから拡充困難。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	〇上限月45時間・年間360時間の時間外労働時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。
●本年度もすでに100時間超の時間外勤務が出たことを重く受け止めている。朝夕ミーティング、事前命令などのマネジメント、時間外勤務の承認等についての手続きを周知徹底したい。徹底的な業務見直しという方針を踏まえ引き続き取組む。
●人事委報告で長時間労働の是正に言及があったことを受けて、8/19の調整部会では時間外上限規制の考え方や特例業務について厳格に運用することを周知徹底したところ。また人員配置については、働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多い所属については、適切に職員を配置している。
○結婚休暇は多くの県では７日取得可となっている。若手職員を支援する観点からも改善すべき。
○推進本部の議事録を見る限り、厳格な運用というより拡大解釈を容認しているようにしか受け取れない。
○人員配置についても、具体的にどのような見直しをしたのか、根拠に基づいて回答願いたい。
●結婚休暇、国は土・日通算で５日、本県では非通算５日で国を上回っておりこれ以上の措置は困難。
○高齢層職員のリフレッシュ休暇や短期介護休暇の充実を図り、働き続けられる環境を整備すべき。
●高齢層職員のモチベーションが維持できるよう、引き続き何ができるか検討したい。
〇デイサービスの送り迎えなど、介護を行う職員は苦労している。育児、介護に限定したフレックスタイム制度を導入すべき。
●職員のニーズや職場実態を踏まえて検討すべき課題と考える。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第3回交渉発言

	○家族看護休暇を特別休暇として新設すること。当面、子の看護休暇における日数の拡大と対象年齢を引上げること。
●仕事と家庭の両立支援制度について、国の措置や人事委報告を踏まえ、Ｒ４に不妊治療休暇の新設や出産休暇、育児参加休暇などの改善を行った。引き続き環境整備に努める。
●子の看護休暇の対象年齢について、国が小学校就学前なのに対し、本県は義務教育終了前までとしており、これ以上の措置は困難。
○60歳以降の再任用職員の短期介護休暇については、当事者の切実な声が多く上がっていることから、日数を拡大するとともに、全て有休とすべき。
●再任用短期介護休暇、本県では要介護者が一人の場合は5日、二人以上の場合は10日取得でき、国や他県と同様であり、これ以上の改善は困難。
○現在、育児休暇は1歳半まで取得できるが、そのあと全く手がかからなくなるわけではない。他自治体では本県より長く取得できるところもあり、人材確保の面からも家庭と仕事の両立の観点からも、義務教育終了時まで延長すべき。
●国は１年未満となっており上回っていることから、拡大は困難。他自治体も本県同様、生後1歳半までとしているところが多いと承知している。
○若手職員を支援する姿勢は、職員確保の観点からも重要だ。少しでも前進した回答を強く要求する。


県労連確定闘争交渉日程
11月  7日（月）副知事決議文手交

9日（水）県労連最終幹事団交渉

自治労県職労拡大評議委員会

11日（金）戦術配置
・結婚休暇の日数拡大


　過半数の県と同様に7日とすることを求める。


〇子育て世代が働き続けられるように


・育児休暇の期間延長


　取得期間を小学校入学時までとすること。


・育児部分休業の期間延長


　取得可能期間を小学校終了時までとすること。











